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１． はじめに 
大雨による土砂災害が毎年のように発生している。

急傾斜地の崩壊そのものを減らすためには防護工事な

どのハード対策が必要であるが、宅地開発により新た

に指定された急傾斜地崩壊危険箇所が、防護工事完了

箇所以上に増加する傾向にある。そのような中、2001

年4月に土砂災害防止法が施行された。この法律では、

国の指針を受けて都道府県が基礎調査、土砂災害警戒

区域の指定を行い、市町村が警戒避難体制の整備を行

うことになっている。現在、広島県をはじめ15県で警

戒区域が指定されている（2005年3月31日現在）1)が、

他の自治体では基礎調査を行っている段階であり、区

域指定から警戒避難体制整備までの一連の具体的な手

法は確立されていない。 

そこで全国自治体の土砂災害対応業務の支援を目的

として、日常は管理業務を効率的に支援し、緊急時に

は崩壊危険の高い崖およびその被災危険区域・建物を

リアルタイムで予測する、以下の汎用性の高い手法、

システムの開発を横浜市を対象に行った。 

① 自治体の崖業務の把握と研究の必要性の調査 

② 空間情報技術等を用いた崖および被災危険区域の

抽出手法 

③ 崖崩壊予測精度の向上に関する研究開発 

④ 崖管理・崖崩壊予測システムの構築 

２． 研究開発組織 

 「横浜市崖崩壊予測システム研究」協議会を構成し、

５回の協議会を開催し、研究開発を進めた。協議会の

メンバーは以下の通りである。 

・横浜国立大学大学院教授・佐土原聡、他３名 

・株式会社アカサカテック代表取締役社長・加瀬順一、

他２名 

・研究協力：横浜市関係部局､(財)横浜産業振興公社 

３． 自治体の業務の把握と研究の必要性 
神奈川県、および横浜市の崖担当部局・関連部局へ

のヒアリングによって、表１のような業務課題が明ら

かになった。本研究成果の活用によって、これらの課

題の多くを改善することができる。システムで入力・

編集を行い、デジタルデータを共有することにより、

必要な情報を検索・閲覧できるようになれば、日常業

務において防災関係機関相互の業務の重複を解消でき

ること、崖地の所有者への防災指導や崖工事設計、資

料作成の際に、調査表や災害報告等の情報の参照が容

易になることなどが挙げられる。災害時業務について

は、警戒避難の目安となる情報の発信、情報のやり取

りの迅速化、共有化された情報による区・市・県での

業務連携等を支援できる。 

表１ 自治体の崖に関する業務の課題 
データの共有化が必要（行政間の連携が十分でない）
業務の重複がある（県と市それぞれで崖台帳を作成など）

日常 業務時に参照できる情報が不足している
業務 住民へ伝える情報が不足している

データの更新頻度が低い
崖整備の優先順位づけがむずかしい
連絡効率がよくない

災害時対応順番の判断がむずかしい
業務 避難勧告・指示が出しにくい

市町村単位の崩壊危険情報では対応が取りにくい
紙データ：必要な情報を見るのに時間がかかる

データデジタルデータ：作業者や時期により書式が異なる
データ間や地図とのリンクがはられていない

４．空間情報技術等を用いた崖および被災危険区域・

建物の抽出手法 
本手法は、現地での地上測量以外の手法で効率的に

急傾斜地およびその被災危険区域を抽出する手法とし

て、1) 航空機搭載型レーザスキャナにより計測した三

次元空間データ（レーザープロファイラ・データ、以

下、LPデータとする）と数値標高モデル（DEMデータ）

を用いた急傾斜地の抽出手法、2) 過去の崩壊履歴（災

害報告）の資料から、急傾斜地が崩壊した際の土砂流

出距離を統計的に算出し、被災危険区域を地図化する

手法である。LPデータの分解能（データ取得間隔）は

約2ｍ、位置精度：±30cm、高さ精度：±15cmである。 

(1) 空間情報技術等を用いた崖の抽出 

 これまでもLPデータを利用した急傾斜地抽出の試み

は行われているが、地表面に植生、樹木が生えている

ところが多いことから、実用に耐える精度で抽出する

ことはむずかしいと考えられている。本研究では、デ

ータの分散状況の違いに着目して、斜面上に存在して

いる LP データ内の各ポイントの近隣データとの分散

（標準偏差）の特性を判別分析に組み込んで抽出しよ

うと試みた。 
急傾斜地の抽出手法の概要を図１に、使用したデー

タの一覧を表２に示す。LPデータの散布状況とDEMを

用いた教師付き分類による判別を行っている。検証は、

航空写真画像から判断して、確実に急傾斜地と判断で

きる区域が本手法によりどの程度正確に抽出されてい

るかによって行った。対象区域は、横浜市中心市街地

を一部含む1.5km×2.5kmの区域である。航空写真画像



表４ 重回帰分析の結果 
LPデータ DEMデータ

①　くり抜き

②標準偏差の算出

③　補間

④傾斜角の算出

⑥教師付き分類

建物

データ

航空写真

急傾斜地

⑦　ベクター変換

⑤　シグネチャ･
ファイルの作成

変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 偏相関 単相関

崩壊高(m) 0.503 0.859 0.884 0.873

勾配(度) -0.033 -0.181 -0.370 -0.250

定数項 1.953 - - -
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図２ 実際の崩土の到達距離と重回帰分析によ

る推定値の関係 

図１ 急傾斜地の抽出手法の概要 

表２ 急傾斜地の抽出に使用した空間データ 
製品名・データ提供社 解像度（縮尺）

LPデータ ㈱国際航業ラムゼデータ　(レベル１) 2m

DEMデータ 横浜市 25m

建物データ 横浜市 1/2500

航空写真 ㈱パスコ2003年航空写真データ 15cm

をもとに、当該区域内で確実に急傾斜地と判断できる

14箇所を手動で描画し、検証のためのポリゴンデータ

を作成し、本手法で抽出した急傾斜地ポリゴンとの重

ね合わせ解析を行った。結果が表３である。検証ポリ

ゴン内での充足割合について＋10％、検証ポリゴン外

に過剰に抽出した割合について＋5％、DEMだけを用い

た場合よりも改善が見られた。なお、LPデータの、あ

るポイントにおける標準偏差を求めるために、そのポ

イントの周辺セルを拾って計算しているが、その範囲

をセル数２から４まで距離を変えて行い、セル数３の

距離を拾った場合が最も精度が高い結果となった。 
これらの急傾斜地ポリゴンデータに対して、DEMデー

タから“高さ”、“傾斜角度”、“傾斜方向”の属性デー

タを付け加えることで、より具体的な急傾斜地の形状

情報を得ることが可能になる2)。 

(2) 被災危険区域の算出とGIS上での展開 

 土砂災害警戒区域等を設定するためには、前章で抽

出した急傾斜地ポリゴンが崩壊した際の土砂流出区域

（被災危険区域）を考える必要がある。そこで、過去

の急傾斜地崩壊の記録資料をもとに、“高さ”と“傾斜

角度”に応じた土砂流出距離を算出することで、実践

的な被災危険区域を設定する。 

 崩壊履歴として、「神奈川県災害報告」のデータを分

析した。H13～16年度の401件の災害報告のうち、崩土

の到達距離に関して何らかの記載があるものは 169 件

であった。その中で、調査員による崩壊した急傾斜地

の横断図（描画）をもとに、崩土の流出に関する分類

を行った結果、崩土が障害物などでせき止められてい

ない“正確な崩土の到達距離がわかるもの”は13件に

とどまった。この13件に対する重回帰分析を行い、急

傾斜地の属性（崩壊高さと勾配）から、崩土の到達距

離を分析した。その結果、以下の式が得られ（表４）、

決定係数は0.795であった。 

表３ 急傾斜地の抽出手法の検証結果 

充足面積（%） 不足面積（%）

DEM ＋ LPﾃﾞｰﾀ散布度 23,231㎡ （87%） 3,416㎡ （13%） 6,974㎡ （26%）

DEMのみ 20,434㎡ （77%） 6,216㎡ （23%） 8,317㎡ （31%）

 検証ポリゴン
過剰面積 （%）

 

崩土の到達距離(m) ＝0.503×崩壊高(m)＋ 

(-0.033)×勾配(度)＋1.953･･式① 

 

 崩土到達距離の実績値と重回帰分析による推定値の

関係を図２に示す。崩壊履歴データ全 13 件に対して、

推定値の1/2倍に含まれるものは3件（23％）、1倍に

含まれるものは8件（62％）、そして、推定値の2倍に

は全ての履歴データが含まれていた。これらの関係性

から、式①の結果に対して、1/2倍～2倍などの幅を持

たせて、被災危険区域を設定することは有効であると

考えられる。 

 GIS上への展開として、前章にて抽出した急傾斜地
ポリゴンに対して、“高さ”、“傾斜角度”、“傾斜方向”

の属性データを与えることが可能である2)。これらの属

性を持った急傾斜地ポリゴンに対して、①式を用いる

ことで、各急傾斜地ポリゴン土砂流出距離が推定でき、

その結果をバッファとしてGIS上へ展開できる（図３）。
本解析はサンプル数が少なく試行的な検討であるが、

急傾斜地の属性である崩壊高と勾配から、崩土の到達



①
素
因(

崖
属
性)

に
よ
る

崖
崩
壊
影
響
分
析

①
素
因(

崖
属
性)

に
よ
る

崖
崩
壊
影
響
分
析

②
誘
因(

降
雨)

に
よ
る

崖
崩
壊
影
響
分
析

②
誘
因(

降
雨)

に
よ
る

崖
崩
壊
影
響
分
析

降雨による
危険度評価

崖情報崖情報

データベースデータベース
崩壊履歴崩壊履歴

データベースデータベース
降雨降雨

データベースデータベース

崩壊予測計算

崖情報 災害報告 ﾘｱﾙﾀｲﾑ
降雨ﾃﾞｰﾀ

危険度評価
得点算出

数量化Ⅱ類

崩壊特性
条件解析

崖属性による
危険度評価

 

急傾斜地ポリゴ

被災危険区域ポリゴン（1

被災危険区域ポリゴン（２

図３ 被災危険区域ポリゴン 

距離を推測する可能性を示唆することができる。 図４ 崩壊予測のための解析フロー 

５．崖崩壊予測精度の向上に関する研究開発 
図４のように自治体が所有している既存データ・資

料や既設の雨量観測網により取得された雨量データを

有効活用し、崖の属性を記した台帳と過去の崩壊事例

をもとに、崖の属性（素因）の崩壊影響分析を行い、

危険度の評価を行う。さらに、降雨（誘因）の崩壊影

響分析を行って、リアルタイムでの予測に役立てるも

のである。なお、研究計画では崖の属性による危険度

の評価得点と雨量とを関連づけた予測を行う方向で分

析を進めたが、今回の結果からは両者に明確な関係を

認めることができなかったため、両者の結果を独立に

システムに反映することとした。 

(1) 崖の属性（素因）の崩壊影響分析 

崖崩壊に関する危険度評価と要因分析は、従来から

の地盤工学分野の成果である斜面安定解析モデルを取

り入れた解析的手法と、過去の崩壊事例に基づく経験

的手法に大別できる。前者は対象斜面における崩壊危

険度を精度よく評価することが可能だが、地域・斜面

により適用できるモデルが異なるため、対象となる全

斜面に対して行政が詳細な地形・地盤データの整備お

よびモデルの検討を行うことは、費用面などから現実

的でない。経験的手法に関しては、衛星データなどの

デジタルデータから、過去に崩壊した箇所と同様の属

性を持つ箇所を抽出するものがあるが、メッシュ単位

などで扱っており、個々の斜面の評価には適さない。

沖村ら3)が現地調査のデータから統計解析を行うこと

で、豪雨による六甲山系での崩壊要因とその影響の大

きさを明らかにしている。当時、沖村らが得たデータ

は研究者が自ら現地調査を行うことによって得たもの

で、市町村全体を把握するにはさらに広範囲なデータ

を集める必要があった。本研究は、行政が持っている

データを有効活用して経験的手法による危険度評価を

行うこととし、横浜市を対象に急傾斜地崩壊危険箇所

点検調査票を活用し、崖属性による崩壊影響要因分析

を行う。本調査は「急傾斜崩壊危険箇所等点検要領」

に基づき 5 年毎に各都道府県において実施されるもの

で、最近では平成11～14年度に全国で実施されている。

神奈川県では本調査対象が、土砂災害防止法に基づく

土砂災害警戒区域設定のための基礎調査の対象となっ

ている。従って、本調査結果を活用することで、既存

情報の活用が可能となり、汎用性の高い崩壊予測手法

を提案することが可能となる。 

数量化Ⅱ類を用いて解析を行った。説明変数には、

急傾斜地崩壊危険箇所点検調査票の地形要因、地質･土

質要因、環境要因の主なものをとりあげた。目的変数

は、崩壊の有無とし、平成10～16年度神奈川県災害報

告、平成13～16年度横浜市災害報告の崖崩れ発生箇所

を含む急傾斜地を「崩壊あり」、点検調査票で崩壊履

歴なく、災害報告の崖崩れ発生箇所も含まない急傾斜

地を「崩壊なし」とした。横浜市の崖崩れは①Slump型

（円弧すべり）、②Slide型（表層すべり／上部だけが

崩れる）、③Fall型（風化・落下）、④Slide型（表層

すべり／基盤上の表層がすべる）の４パターンに分類

できると言われている4)が、雨による崩壊が直接の要因

になりにくいと考えられる③Fall型が、危険度評価解

析においてもアイテムごとのカテゴリーの重み係数が

理論と整合しない傾向が強かったため、最終的には③

Fall型を除いた３パターンをまとめて解析した。その

結果が表５である。解析対象となった崖は 521 サンプ

ル、そのうち崩壊ありのがけは 55 サンプルであった。

レンジはアイテムごとに重み係数の最大値と最小値の

差であり、どのアイテムが崩壊に効いているかを判断

する目安になるが、「対策工の有無」が最も大きく影

響していることがわかる。なお、崩壊あり、なしのカ

テゴリースコアの頻度分布は図５の実線で示されてお

り、判別的中率は73.5％であった。 

解析結果を検証する目的で、平成16年度10 月の台

風22号、23号で崩壊した崖が今回の解析でどのような

スコアになっているかを算出した（図６点線）。比較的

スコアの高い、危険な崖と判断されたものが崩壊して



表５ 数量化Ⅱ類による解析結果 
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明瞭 0.040 40 344 384

不明瞭 -0.113 15 122 137

５０ｃｍ未満 0.055 13 134 147

５０ｃｍ以上 -0.022 42 332 374

あり 0.503 23 119 142

なし -0.188 32 347 379

裸地、草地 -0.200 6 63 69

竹林 0.284 12 67 79

針葉樹、広葉樹 -0.023 37 336 373

４０年未満 0.179 52 371 423

４０年以上 -0.771 3 95 98

常時あり 0.166 10 66 76

降雨時あり、　常時じ
めじめ

0.063 12 97 109

乾燥 -0.058 33 303 336

道路、家 0.061 24 227 251

それ以外 -0.057 31 239 270

なし 1.017 43 173 216

あり -0.720 12 293 305
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判別的中率 73.5%
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図６ 平成10～15年実績に基づく危険ランク境界線の提案
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図７ 平成10～16年実績に基づく危険ランク境界線の提案

おり、本解析結果の有用性が確認できた。 
(2) 降雨（誘因）の崩壊影響分析 

 本研究では、現在、実用的に利用されている指標で

ある「がけ崩れ発生限界雨量線：CL」で一般的に用い

られる雨量指標（長期雨量指標⇒72時間半減期実効雨

量、短期雨量指標⇒1.5時間半減期実効雨量）を用いる

こととする（式②）。一般的に CL を求める際は、地域

（観測所）毎に検討を行うが、本研究では崩壊時の正

確な降雨量に近い値を得るため、過去の降雨にさかの

ぼることのできる代表的な観測点のみではなく、複数

の観測データを用い近傍の観測点の雨量を採用した。

降雨の前後に24時間無降雨のある期間を一連の降雨と

した。 

雨量解析では、前節で数量化Ⅱ類解析の対象とした

急傾斜地崩壊危険区域（521箇所）内の崩壊記録のうち、

災害報告に崩壊時刻が記載されている横浜市内の30件

を対象とした。雨量データは、旧横浜治水事務所等の

合計16観測点で観測された1時間値を用いた。検証に

はH16年10月の台風22・23号災害記録を用い、県と

市の災害報告書に崩壊時刻の記載がある27件を対象と

し、雨量データは、横浜市消防局99消防署所で観測さ

れている1時間値を利用した。 
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･･･式② 
 Rt=rt+(α1･rt-1+α2･rt-2+･･･+α x･rt-x)=Σαn･rt -n
αn=0.5n/T=(0.51/T) n

n=1

x
Rt=rt+(α1･rt-1+α2･rt-2+･･･+α x･rt-x)=Σαn･rt -n
αn=0.5n/T=(0.51/T) n

n=1

x

本研究では崩壊発生降雨に基づく危険ランク境界線

を提案する。X軸（実効雨量72時間半減期）、Y軸（実

効雨量1.5時間半減期）に崩壊発生降雨をプロットし、

全発生降雨の代表点として重心を取る。重心からX軸、

Y軸に垂線を引き、各交点を結び境界線①を設定する。

この傾きで重心を通る直線をレベル２とレベル３の境

界線②とする。境界線②は、これまでの大半の崩壊が

発生している降雨を意味する。また、原点と境界線②

との中間に位置する境界線①も危険降雨の目安として

利用する。いずれの境界線も、(ラインを超える)＝(危

険度が高くなる)と考える。図６は、平成 10～15 年度

の崩壊実績に基づいて境界線を引いたものである。平

成 16 年度の発生降雨のうち 93.8％が境界線②を超え

るエリアに位置していることが確認できた。 

図５ 崖のスコア頻度分布 

平成16年 10 月の横浜市におけるがけ崩れ災害は全

域で災害報告件数約 400 件に上る大災害となった。一

度崩壊した崖は崩れにくくなる性質（免疫性）がある

ため、市全域に同じインパクトが与えられたとすると、

次回の災害では、今回以上の降雨があったときに崩壊

の危険性が高い。空振り率を下げ、空振り時間を短縮

し、実効性の高い基準を設定するためには危険度ラン

ク境界線を見直す（引き上げる）必要がある。図７は

平成16年 10 月の発生降雨を加え、境界線を引き直し



たものである。 

非線形CL設定モデルに比べると単純ではあるが、理

解しやすく、全サンプルの代表点である基準点と境界

線を提示することができる。また、容易に再設定でき、

最新の履歴情報を踏まえた基準の設定が可能となると

考えられる。本システムでは、この境界線を元に安全

側から、危険度ランク「1」「２」「３」を設定し、危

険度評価得点の高い崖を対象にリアルタイム雨量デー

タを用いて崩壊予測を行うこととする。 

 

６．崖管理・崖崩壊予測システムの構築 
本研究開発の目的は、災害報告、雨量等のリアルタ

イムデータをシステム上で収集し、崖台帳のデータベ

ースとあわせ一元管理することで、崖崩壊の予測を自

動的に行うシステムを構築することである。崖崩壊の

予測結果は Web-GIS システムとして利用可能とし、地

図上に視覚的に危険度を提示するだけでなく、県・市

の防災担当者や建設事務所間で情報共有ができるよう

にする。以上の要件に基づき、これまでの成果も組み

込んで、図８に示すようなシステムをモデル的に構築

した。具体的な内容は以下のとおりである。 

1) 神奈川県の崖台帳、災害報告をベースに、崖台帳、

災害報告をデータベース化し、システム上にて利用可

能な環境を構築した。 

図９ リアルタイム崖崩壊予測システムの初期画面 

緊急時業務 
・崩壊影響範囲検索 
・雨量データ検索 
・崩壊危険度パラメ

ター設定 ー

 

日常業務 
・崖台帳検索 
・崖台帳新規作成 
・災害報告検索 
・災害報告新規作成 

過去崩壊カ所を「×」で表示 崩壊危険カ所の表示 

2) 実運用を想定し、Web型の崖台帳、災害報告、解析

結果利用、設定等のユーザインタフェイスを構築した。 

3) フィールドスタッフの利用を想定して、携帯電話上

にて災害報告を可能とするアプリケーションを構築し

た。 

4) 本研究により考案した解析アルゴリズムを実装し、

実際に収集したデータから解析結果の出力までの一連

のサイクルを構築した。 

図９は本システムの初期画面である。対象地域の地

図とともに、日常業務、災害時業務のメニューが現れ

る。日常業務として崖台帳、および災害報告の作

成、検索ができる。地図上には崩壊危険区域、災

害報告にある過去の崩壊箇所が表示されている。

また、降雨時には、崩壊危険区域の危険ランクが

色によって表示されるよう

になっている。緊急時業務の

メニューには、各崖の崩壊に

よる影響範囲の表示、雨量デ

ータの閲覧、降雨にともなう

崩壊危険の評価に関する

データの閲覧ができるよ

うになっている。 

さらに、フィールドスタ

ッフが、崖の崩壊現場にて、

携帯端末により災害報告の第一報情報を入力し、シス

テムに送信し登録できる機能、現地調査時等に崖情報

を検索する機能が付いている。 

 

７．まとめ 

本研究開発では自治体が保有しているデータをデジ

タル化し、GIS等の空間情報技術を活用して、日常の崖

の管理、災害時の崖崩壊危険、その影響範囲等をリア

ルタイムで把握して、警戒避難に役立てるための解析

手法の検討とプロトタイプシステムの開発を行った。

今後の課題として、崩壊履歴を蓄積することによりサ

ンプル数を増やして解析精度を向上させること、高密

度雨量データや予測値を利用した、本格的なリアルタ

イム予測システムへの展開などが挙げられる。 
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